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税務訴訟資料 第２６９号－１３１（順号１３３５４） 

東京高等裁判所 令和●●年（○○）第●●号 法人税更正処分等取消請求控訴事件 

国側当事者・国（麹町税務署長） 

令和元年１２月１１日棄却・上告・上告受理申立て 

（第一審・東京地方裁判所、平成●●年（○○）第●●号、令和元年６月２７日判決、本資料２６

９号－６２・順号１３２８５） 

 

判     決 

控訴人         Ａ株式会社 

同代表者代表取締役   甲 

同訴訟代理人弁護士   上田 淳史 

同           佐藤 修二 

同           松田 貴男 

同           武藤 雄木 

同           大久保 直輝 

被控訴人        国 

同代表者法務大臣    三好 雅子 

処分行政庁       麹町税務署長 

            一ノ瀬 和人 

同指定代理人      髙橋 紀子 

同           角木 渉 

同           菊地 翔太 

同           細田 千草 

同           武内 大介 

同           吉川 幸伸 

 

主     文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は、控訴人の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ 処分行政庁が控訴人に対して平成２７年６月２６日付けでした、①控訴人の平成２１年４月

１日から平成２２年３月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち、所得金額０円を超

える部分、納付すべき税額マイナス６４６０万３５１４円を超える部分及び翌期へ繰り越す欠

損金５億２３７５万２６５２円を下回る部分、並びに②過少申告加算税賦課決定処分を、いず

れも取り消す。 

３ 処分行政庁が控訴人に対して平成２７年６月２６日付けでした、①控訴人の平成２２年４月
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１日から平成２３年３月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち、所得金額２１億７

３４３万５８５２円を超える部分、納付すべき税額３億１８４３万３８００円を超える部分、

並びに②過少申告加算税賦課決定処分のうち８７万７０００円を超える部分を、いずれも取り

消す。 

第２ 事案の概要（略語は、新たに定義しない限り、原判決の例による。以下、本判決について同

じ。） 

１ 事案の要旨 

（１）本件は、控訴人が、合併の効力発生日を平成２２年３月●日として、その完全子会社であ

るＢ株式会社（平成２年３月●日設立。自動二輪車用アルミホイール製造事業〔本件事業〕

を営んでいた。旧Ｂ社）を被合併法人とする適格合併（平成２２年法律第６号による改正前

の法人税法２条１２号の８。本件合併）を行い、旧Ｂ社が有していた未処理欠損金額（本件

未処理欠損金額）を同法５７条２項の適用により控訴人の欠損金額とみなして損金の額に算

入し、法人税の確定申告をするなどしたところ、処分行政庁から、本件未処理欠損金額を控

訴人の損金の額に算入することは控訴人の法人税の負担を不当に減少させる結果となるとし

て、同法１３２条の２の適用により、平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの

事業年度（平成２２年３月期）に係る法人税の更正処分（平成２２年３月期更正処分）及び

同年４月１日から平成２３年３月３１日までの事業年度（平成２３年３月期）に係る法人税

の更正処分（平成２３年３月期更正処分）並びにこれらの各更正処分（本件各更正処分）に

係る過少申告加算税の各賦課決定処分（本件各賦課決定処分）を受けたことから、上記の損

金算入を認めなかったことは違法であると主張して、これらの処分（本件各更正処分等）の

一部の取消しを求める事案である。 

 なお、本件では、平成２２年２月●日にＢ株式会社（新Ｂ社）が設立され（本件設立）、

本件合併に伴い、控訴人は、同年３月●日付けで、旧Ｂの従業員を新Ｂ社に転籍させ（本

件転籍）、旧Ｂ社から承継した本件事業に係る棚卸資産等を新Ｂ社に譲渡し（本件譲渡）、

また、控訴人が旧Ｂ社から承継した本件事業に係る製造設備等を新Ｂ社に賃貸する（本件

賃貸借）などした。さらに、控訴人は、同日付けで、新Ｂ社との間で取引基本契約を締結

して取引品の価格改定（本件単価変更）を実施する旨を通知し、仕入数量に応じた仕入単

価の決定方法を導入することとした。 

（２）原審は、法人税法は、個別的な否認規定である同法５７条３項の適用が排除される適格合

併についても同法１３２条の２が適用されることを予定しているものと解されるところ、本

件では、本件合併とともに本件設立、本件転籍、本件譲渡及び本件賃貸借により、実態とし

ては、旧Ｂ社が営んでいた事業はほぼ変化のないまま新Ｂ社に引き継がれ、控訴人は、旧Ｂ

社の有していた本件未処理欠損金額のみを引き継いだに等しいから、本件合併は、通常想定

されない組織再編成の手順や方法に基づき、実態とは乖離した形式を作出するものであって、

その態様が不自然なものであること、本件未処理欠損金額の引継ぎによって控訴人の法人税

の負担を減少させること以外に本件合併を行うことの合理的な理由となる事業目的その他の

事情があったとは認められないことからすると、本件合併は、組織再編成を利用して税負担

を減少させることを意図したものであり、同法５７条２項の本来の趣旨及び目的から逸脱す

る態様でその適用を受けるものであるから、同法１３２条の２所定の「法人税の負担を不当

に減少させる結果となると認められるもの」に当たるということができるなどとして、本件
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各更正処分等は適法であるとし、控訴人の本件請求をいずれも棄却した。 

 これに対し、控訴人が本件控訴を提起した。 

２ 関係法令の定め、前提事実、本件各更正処分等の根拠及び適法性に関する被控訴人の主張、

争点及び争点に関する当事者の主張は、原判決７頁２３行目の「同社」を「新Ｂ社」と改め、

原判決別紙２の原判決６５頁１６行目末尾に改行の上、本判決添付の「別紙」のとおり付加し、

同頁１７行目の「３」を「４」に改め、当審における当事者の主張を後記３のとおり付加する

ほかは、原判決の「事実及び理由」中の第２・１及び２、第３並びに第４（原判決２頁１８行

目から４０頁１９行目まで。別紙２及び別紙３並びに別表１、別表２－１及び別表２－２を含

む。）に記載のとおりであるから、これを引用する。 

３ 当審における当事者の主張 

（１）争点（１）（特定資本関係が合併法人の当該合併に係る事業年度開始の日の５年前の日よ

り前に生じている場合に法人税法１３２条の２を適用することができるか否か）について 

（控訴人の主張） 

ア 本件合併のように、特定資本関係（いずれか一方の法人が他方の法人の発行済株式又

は出資の総数又は総額の１００分の５０を超える数又は金額の株式又は出資を直接又は

間接に保有する関係その他の政令で定める関係）が合併法人の当該合併に係る事業年度

開始の日の５年前の日より前に生じているという要件（特定資本関係５年超要件）を満

たす適格合併であり、かつ、損金算入する未処理欠損金額がいずれも特定資本関係成立

後に生じたものであり、さらに、被合併法人が、発行済株式等の全部を直接又は間接に

保有する関係その他の政令で定める関係（完全支配関係）下にある間に発生した未処理

欠損金額を損金算入する場合については、経済実態上、法人税法１３２条の２が適用さ

れる類型とはいえない。特に経済実態については、未処理欠損金額の引継ぎは、合併法

人が従前負担してきた過大な課税所得に基づく法人税の負担を、本来負担すべきであっ

た適正な法人税額へと調整することを意味するにすぎない。 

イ 法人税法５７条３項は、グループ外の法人が有する未処理欠損金額を利用した租税回

避行為を防止するために設けられた規定であり、同条２項による未処理欠損金額の承継

の否認とその例外の要件を全て書き尽くし、特定資本関係５年超要件を充たす適格合併

には一般的否認規定を適用しない趣旨を明確にしたものである。このことは、平成１３

年度税制改正における組織再編税制の検討過程、欠損金の繰越期間の延長にもかかわら

ず、５年の要件が維持されたことからも明らかである。仮に、文理上の問題を措くとし

ても、同法５７条３項の趣旨及び構造に照らして、特定資本関係５年超要件を充たす適

格合併が未処理欠損金額の引継ぎを否認すべきでない類型であることは明らかである。 

ウ 特定資本関係成立後の未処理欠損金額の引継ぎを否認する規定は法人税法５７条の２

のみであり、これが適用されない場合に、特定資本関係成立後の未処理欠損金額の引継

ぎをも制限するような形で同法１３２条の２を適用することはおよそ想定されていない。

同法５７条の２が適用されないような類型が、一般に未処理欠損金額の引継ぎを否認す

べきでない類型であることも明らかである。 

エ 法人税法５７条２項は、組織再編成に係る未処理欠損金額の引継ぎについて、適格要

件による規律を行っており、適格合併の要件を規定する同法２条１２号の８イによれば、

合併法人と被合併法人の間に完全支配関係がある場合は、その他の場合とは異なり、事
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業継続要件は必要とされていない。完全支配関係が継続していることは、そのことのみ

をもって未処理欠損金額の引継ぎを利用した租税回避のおそれがない類型であることを

意味するから、同法１３２条の２の適用はない。 

オ 本件は、法人税法１３２条の２の適用を認め、未処理欠損金額の引継ぎを否定した最

高裁平成●●年（○○）第●●号同２８年２月２９日第一小法廷判決・民集７０巻２号

２４２頁（平成２８年最判）と事案を異にし、①特定資本関係５年超要件という客観的

な数値で明瞭に定められた未処理欠損金額承継のための要件を充足し、②完全支配関係

も５年超の間充足し、③損金算入した未処理欠損金額は、控訴人・旧Ｂ社間に完全支配

関係が成立して以後、経済的に完全に一体であった控訴人向けの製品販売によって発生

したものであり、要するに、控訴人は、経済的に自己と一体である完全子会社で発生し

た未処理欠損金額を利用したにすぎない。本件の経済実態に照らせば、法人税法１３２

条の２の適用は排除されるべきである。 

カ また、本件合併による未処理欠損金額の引継ぎは、従前、旧Ｂ社の控訴人に対するア

ルミホイール販売価格が控訴人に過度に有利に設定されていたために控訴人が負担した

過大な課税所得に基づく法人税の負担を、本来、控訴人が負担すべきであった適正な法

人税額へと調整することを意味する。 

（被控訴人の主張） 

ア 法人税法１３２条の２の規定上、組織再編成に係る特定の行為又は計算につき、特定

の場面を同条の適用対象から除外する定めはない。組織再編成に係る租税回避行為は、

その複雑性、多様性から、全てを防止する規定を個別に設けることは不可能であり、法

人税法１３２条の２が税負担の公平を維持する目的で包括的租税回避防止規定として設

けられたことからすると、同条の解釈として、同条の適用が排除されるべき類型を一般

論的に観念することも相当でない。 

イ 個別的否認規定である法人税法５７条３項の要件に該当しない特定資本関係５年超要

件を充たす適格合併について、法人税法１３２条の２の規定の文言上、その規定の適用

を除外する規定は設けられておらず、その立法趣旨等からしても、前記適格合併に同条

の適用が排除されると解すべき理由はない。 

 法人税法５７条３項は、典型的な租税回避行為として個別具体的に想定し得たグルー

プ外の法人が有する未処理欠損金額等を利用した租税回避行為を防止するために設けら

れた規定であり、未処理欠損金額等を利用したあらゆる租税回避行為を前提とした規定

ではない。 

ウ 法人税法５７条の２は、欠損金を有する法人を買収した上で利益の見込まれる事業を

その法人に移転することによって課税所得を圧縮するという、定型化し、かつ多発化し

てきた租税回避行為を防止するために設けられた個別的否認規定であり、これに該当し

ない限り、特定資本関係発生後に生じた未処理欠損金額の引継ぎ等を常に容認すること

を認めた規定ではないから、同条に該当しないことは、特定資本関係５年超要件を充た

す適格合併に対する同法１３２条の２の適用を排除する効果を有するものではない。 

エ 控訴人の主張する「経済的、実質的に完全に一体」というものが、どのような事実状

態をいうのか、その意義は明らかではなく、また、そのようにいえることで、なぜ、完

全支配関係が継続していることのみをもって未処理欠損金額の引継ぎを利用した租税回
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避のおそれがないといえるのかも定かではない。法人税法１３２条の２は、独立した納

税義務者である個別の法人の法人税の負担につき「不当に減少させる結果となると認め

られる」か否かを問題とする規定であり、別個に独立した各法人の課税関係について、

明確な法令上の根拠もなく「一体」とすることは許されない。 

 組織再編税制の基本的考え方は、完全支配関係がある場合の適格合併であっても、合

併前後で「経済実態に実質的な変更がない」ことを前提としており、合併により被合併

法人の事業が合併法人へ移転し、当該合併後に当該合併法人において引き続き営まれる

ことを前提にしていることは明らかである。したがって、法人税法１３２条の２の適用

については、基本的考え方を踏まえ、組織再編税制に係る各規定の本来の趣旨及び目的

から逸脱する態様でその適用を受けるもの又は免れるものと認められるか否かといった

観点から判断すべきである。 

オ 法人税法１３２条の２の適用の有無は、一事例である平成２８年最判の事案との個別

事情の差異によって判断されるものでもない。 

カ 控訴人は、本件合併による未処理欠損金額の引継ぎは、適正な法人税額への調整であ

る旨主張するが、そもそも納税者において「適正な法人税額」を恣意的に設定し、当該

「適正な法人税額」に整合するように減額調整すること自体、租税回避そのものであり、

租税の公平負担の見地から許されない。控訴人と旧Ｂ社は、基本契約に基づいて取引を

行い、これによって生じた利益の額に基づき計算された法人税額を適正なものとして法

人税の確定申告を行っていたのであるから、控訴人の法人税が過大であったと認める根

拠はなく、何をもって適正な法人税額とするのかも明らかではない。 

（２）争点（２）（本件合併が法人税法１３２条の２にいう「法人税の負担を不当に減少させる

結果となると認められるもの」に当たるか否か）について 

（控訴人の主張） 

ア 平成２８年最判と本件では事案を異にし、本件合併による未処理欠損金額の引継ぎは、

控訴人が負担してきた過大な課税所得に基づく法人税の負担を本来控訴人が負担すべき

であった適正な法人税額へと調整することを意味するにすぎず、このような経済実態に

鑑みれば、控訴人が本件合併により本件未処理欠損金額を引き継ぐことは、法人税の負

担を不当に減少させるものではない。 

イ そもそも法人税法は、組織再編成に係る課税関係のうち、①組織再編成を行う法人に

おける移転資産等に係る譲渡損益に対する課税繰り延べの可否、②組織再編成の対価を

受ける株主におけるみなし配当課税の有無などについて、法人が行った組織再編成が一

定の要件（税制適格要件）を充足するか否かによって規律をし、同法５７条２項は、適

格合併が行われた場合には、同条３項の適用がない限りは、被合併法人の有する未処理

欠損金額の引継ぎを認めている。そして、適格合併について定める同法２条１２号の８

では、合併法人と被合併法人間に完全支配関係がある場合は、被合併法人の株主等に合

併法人株式以外の資産が交付されないことという要件（金銭等不交付要件）のみを充た

せば足りるものとされ（同号イ）、従業者引継要件及び事業継続要件は必要とされない。

これは、立法過程において、完全支配関係がある場合には、「資産の移転が独立した事業

単位で行われること」及び「組織再編成後も移転した事業が継続すること」との要件を

緩和することも考えられるとされ、そのように適格合併の要件が立法化されたことによ
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る。したがって、完全支配関係での合併では、金銭等不交付要件が唯一の税制適格要件

とされているのであるから、完全支配関係での合併では、「移転資産に対する支配の継

続」及び「事業の継続」は求められていないと解するほかない。仮に、完全支配関係で

の合併における未処理欠損金額の引継ぎにつき、「移転資産に対する支配の継続」及び

「事業の継続」が求められていると解しても、完全に一体と考えられる持分割合の極め

て高い法人間の組織再編成では、元々、合併当事者は経済的、実質的に完全に一体であ

ったから、金銭等不交付要件を充たせば、「移転資産に対する支配の継続」及び「事業の

継続」も充足されるとの解釈で税制適格要件が定められたものといえる。 

 完全支配関係にある法人間の合併について、他の類型の合併と同様に、合併による事

業の移転及び合併後の事業の継続を想定する解釈は、前記の立法過程と整合しない上、

支配関係において明文で税制適格要件として定められている事業継続要件について、完

全支配関係においてもこれを充たすことが必要であるという解釈は、課税要件明確主義

に反し、納税者の予測可能性を著しく害するものであって妥当でない。法人税法は、経

済的実質的に完全に一体であった法人間の合併については、金銭等不交付要件の充足で

足りることして税制適格要件を定めたと解するのが、税制適格要件に係る条文の解釈及

び立法過程に照らして自然である。 

ウ 本件合併が不自然なものであるかどうかを検討するには、その全体像が考慮されなけ

ればならない。また、本件単価変更については、本件合併によって新Ｂ社を本件製造設

備等の減価償却費の負担から解放しようとしたものの、新Ｂ社の従業員をして原価率を

意識させ生産効率を保つ目的で本件賃貸借が行われることとなったため、本件賃貸借に

よる損失負担のリスクから新Ｂ社を解放するために実施された施策である。前記経緯と

本件単価変更の内容を併せれば、本件単価変更は、本件合併そのものの効果を維持する

ための施策である。そして、一般的否認規定である法人税法１３２条１項と同様、同法

１３２条の２における「不当」性の判断においても、会社の経営判断に基づく行為又は

計算が相応の経済的合理性を有する方法と認められる限りはこれを尊重すべきであるか

ら、税務署長が立ち入って検討することは、課税要件の明確性や予測可能性を害し、適

法な経済活動を委縮させるおそれを生じさせるものである。 

 また、本件単価変更により、実質的には控訴人が旧Ｂ社の従業員を雇用し、本件製造

設備等の減価償却費を負担したのと変わらない上、本件合併により、旧Ｂ社から、事業

にとって重要であり資産合計額の９０％を占める製造設備や固定資産等を承継し、その

減価償却費、固定資産税及び減損損失を負担することとなった。これは、本件合併に伴

う諸施策によってもなお控訴人が本件事業の赤字リスクを負担していることを意味する。 

 そして、本件各更正処分等は、法人税法１３２条の２により否認する場合に必要とな

る適切な引直しをしていない。被控訴人は、本件合併及び一連の施策と同一の結果とな

るより迂遠ではない手段を明らかにせず、本件合併及び一連の諸施策が、通常は想定さ

れない組織再編成の手順や方法であることの十分な主張立証もしていない。 

エ 本件合併には、当初から、本件事業の損益状況の改善を図るという合理的な事業目的

が存し、これが達せられなくなった事実はない。本件では、本件賃貸借によってもなお

これを達成できるよう、本件単価変更を行った経緯があり、新Ｂ社に本件製造設備等の

減価償却費相当額を実質的に負担させる方針が採用されたことはない。控訴人の経営陣
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による経営判断の合理性に、税務署長が容喙するのは相当でない。 

オ 以上のとおりであるから、本件合併は、法人税の負担を不当に減少させるものとはい

えない。 

（被控訴人の主張） 

ア 法人税法１３２条の２の不当性要件については、考慮要素（原判決第４・３（１）

ア）を考慮した上で、当該行為又は計算が、組織再編成を利用して税負担を減少させる

ことを意図したものであって、組織再編税制に係る各規定の本来の趣旨及び目的から逸

脱する態様でその適用を受けるもの又は免れるものと認められるか否かという観点から

判断するのが相当であり、平成２８年最判の事案との個別事情の差異によって判断され

ることではない。 

イ 納税者において「適正な法人税額」を恣意的に設定し、当該適正な法人税額に整合す

るように減額調整することが許されるという発想自体誤っている。控訴人は、旧Ｂ社と

基本契約を締結し、これに基づいて取引を行っていたのであり、控訴人は、当該取引に

よって生じた利益の額に基づき計算された法人税額を適正なものとして法人税の確定申

告を行っていたのであって、更正請求もしていないから、控訴人の法人税が過大であっ

たとは認められない。別個独立した法人の課税関係について、明確な法令上の根拠もな

く、一体として捉えて法人税法１３２条の２の当てはめをすることは許されない。控訴

人と旧Ｂ社との取引により旧Ｂ社に損失が生じていたとしても、当該損失又はこれに起

因した欠損金を直ちに控訴人のものとして法人税額を計算する法的根拠はなく、これを

もって控訴人が負担すべきであった適正な法人税と評価すべき根拠もない。 

ウ 完全支配関係下の適格合併について事業継続要件（法人税法２条１２号の８ロ（２））

が付加されていないのは、元々経済的に同一であったものを合体するにすぎないとの考

え方から、「事業の継続」の程度として、発行済株式等の総数の１００分の５０を超え、

かつ、１００分の１００に満たない数の株式を直接又は間接に保有する関係その他の政

令で定める関係（支配関係）がある場合の適格合併と同じ要件は求められていないこと

を意味するにとどまる。適格合併に係る要件の形式的な比較によって、組織再編前後で

「経済実態に実質的な変更がない」場合（被合併法人の営む「事業の継続」がある場

合）に課税関係の引継ぎを認めるという組織再編税制の基本的考え方が当てはまらない

という解釈を導くことはできない。従業者引継要件（法人税法２条１２号の８ロ（１））

及び事業継続要件（同号ロ（２））は、個別具体的な要件であって、組織再編税制の基本

的な考え方を余すところなく表現して規定したものではないから、完全支配関係がある

場合の適格合併の要件が、支配関係がある場合の適格合併の要件よりも緩和されたもの

であっても、「合併により被合併法人の事業が合併法人へ移転すること」が従前の課税関

係の引継ぎの前提であることに変わりはない。 

エ 前記のとおり、組織再編前後で経済実態に実質的な変更がない場合（被合併法人の営

む「事業の継続」がある場合）に課税関係の引継ぎを認めるという組織再編税制の基本

的な考え方は、完全支配関係がある場合の適格合併にも当てはまる上、法人税法１３２

条の２の適用に係る濫用の有無の判断に当たっては、行為又は計算が、組織再編成を利

用して税負担を減少させることを意図したか否か（租税回避の意図）、組織再編税制に係

る各規定の本来の趣旨及び目的から逸脱する態様か否か（趣旨目的からの逸脱）も検討
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されるから、その関係者にとって、組織再編税制に係る各規定が適用されるべき事案か

否かは、その行為自体により明らかに認識し得るものであり、予測可能性や法的安定性

の確保を害するものでもない。 

 本件合併は、通常想定されない組織再編成の手順方法に基づくものであり、実態とは

乖離した形式を作出するもので、態様が不自然であり、かつ、旧Ｂ社の未処理欠損金額

の引継ぎによって控訴人の法人税の負担を減少させること以外に合理的な理由といえる

ような事業目的その他の事情があったとは認められないから、租税回避の意図の存在が

推認される。また、旧Ｂ社及び控訴人の担当者、役員においても、メールや会議資料で

節税効果に言及されていたから、控訴人の経営陣において租税回避に係る認識も十分に

あった。よって、同法１３２条の２を適用したとしても、予測可能性や法的安定性の確

保を害するものではない。 

オ 本件では旧Ｂ社の未処理欠損金額の引継ぎのために旧Ｂ社の合併を必須のものとする

からこそ、合併によって生ずる控訴人の不都合（旧Ｂ社の従業員に係る人件費の増加）

を解消し、その解消手段によって生ずる更なる不都合等（新Ｂ社が経営責任を負わなく

なることや同社の損益が改善しないこと）を解消するために、一連の施策が、順次付加

されたものにすぎず、損益構造の改善等を目的として行ったとはいえない。 

 本件単価変更後も、製造現場では、生産の効率の変動により新Ｂ社に損益が帰属する

ことになるから、本件事業が控訴人において継続しているとはいえない。控訴人が負担

していると主張する赤字のリスクも判然とせず、そのことで本件合併が事業の移転及び

継続という実質を備えているともいえない。 

 法人税１３２条の２の不当性要件を充足した場合に、その効果として行われる税務署

長による法人税の課税標準等の計算とは、税負担の不当な減少を排除するために必要な

限度で行うことと解される。よって、控訴人の法人税の課税標準等は、本件未処理欠損

金額の引継ぎを認めず、控訴人の欠損金額とみなすことなく計算することになり、本件

各更正処分等及び原判決の課税標準等の計算に誤りはない。 

カ 「本件事業に係る損益構造の変更」は、控訴人と旧Ｂ社との間で本件単価変更と同様

の単価変更を行うことにより達成することができたから、これを本件合併の主たる目的

ということはできず、主たる目的は、本件未処理欠損金額の引継ぎにあったとみるのが

相当であり、税負担の減少以外に本件合併を行うことの合理的理由となる事業目的その

他の事業目的が存在するとは認め難い。 

 また、税務署長は、会社の経営判断による行為計算が、法人税の負担を不当に減少さ

せる結果となると認められるものがあるときは、法人税法１３２条の２に基づき、当該

行為計算を否認できるというべきである。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所も、原判決と同様、本件各更正処分等は適法であるから、控訴人の本件請求はいず

れも棄却すべきものと判断する。 

 その理由は、原判決５１頁１８行目の「しかしながら、」の次に「証拠（乙２７ないし２

９）によれば、」を加え、原判決５６頁７行目の「組織再編成税制」を「組織再編税制」と改

め、当審における当事者の主張に対する判断を後記２のとおり付加するほかは、原判決の「事

実及び理由」中の第５・１ないし４（原判決４０頁２１行目から６０頁２１行目まで）に記載
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のとおりであるから、これを引用する。 

２ 当審における当事者の主張に対する判断 

（１）争点（１）について 

ア 控訴人は、本判決第２・３（１）（控訴人の主張）アのとおり、本件合併のような合併

は、法人税法１３２条の２が適用される類型とはいえないとし、同イのとおり、法人税

法５７条３項は、同条２項による未処理欠損金額の承継の否認とその例外の要件を全て

書き尽くしたものであり、特定資本関係５年超要件を充たす適格合併には一般的否認規

定を適用しない趣旨を明確にしたものであるなどと主張する。 

 しかしながら、本判決で付加訂正の上引用する原判決（以下「原判決」という。）が第

５・２（１）で判示するとおり、法人税法１３２条の２の文言上、組織再編成に係る特

定の行為又は計算を否認の対象から除外する定めはないこと、同条が、租税再編成が、

その形態や方法が複雑かつ多様であるため、これを利用する巧妙な租税回避行為が行わ

れやすく、租税回避の手段として濫用されるおそれがあることから、税負担の公平を維

持するため、組織再編成において法人税の負担を不当に減少させる結果となると認めら

れる行為又は計算が行われた場合に、それを正常な行為又は計算に引き直して法人税の

更正又は決定を行う権限を税務署長に認めたものであり、組織再編成に係る租税回避を

包括的に防止する規定として設けられたものと解されること（平成２８年最判参照）か

らすると、本件合併のような合併について、およそ法人税法１３２条の２の適用がない

とする控訴人の主張は理由がない。 

 また、原判決第５・２（２）で判示するとおり、法人税法５７条３項自体、グループ

外の法人が有する未処理欠損金額を利用した租税回避行為を防止するために設けられた

規定であるにとどまり、未処理欠損金額を利用したあらゆる租税回避行為を前提として

網羅的に定めたものとはいえないことや、同法５７条３項において、その適用の有無を

区別する特定資本関係５年超要件が、直ちに一般的否認規定の適用の有無に帰結するも

のとも解されないことからすると、同法５７条３項が、特定資本関係５年超要件を充た

す適格合併には一般的否認規定を適用しない趣旨を明確にしたと解することは困難であ

る。控訴人は、税制改正の経緯において、特定資本関係５年超要件が欠損金額の繰越期

間の延長にかかわらず維持されたことなども主張するが、税制改正に係る説明資料等

（乙２７ないし２９、３２）に照らし、前記改正の経緯において、同要件の検討が不可

欠であったと認めることはできず、控訴人の主張を採用することはできない。 

イ 控訴人は、特定資本関係成立後の未処理欠損金額の引継ぎを否認することができる法

人税法５７条の２が適用されない場合に、特定資本関係成立後の未処理欠損金額の引継

ぎをも制限するような形で同法１３２条の２を適用することはおよそ想定されていない

などと主張する。 

 しかしながら、前記２（１）アで判示した法人税法１３２条の２の組織再編成に係る

租税回避を包括的に防止するという趣旨に加え、法人税法５７条の２が、欠損金の繰越

控除の仕組みを利用して、欠損金を有する法人を買収した上で利益の見込まれる事業を

その法人に移転することで課税所得を圧縮するという類型の租税回避行為を防止する規

定であるにとどまり、これに該当しない場合には常に未処理欠損金額の引継ぎ等を認め

るものとはいえないことからすると、同法５７条の２についても、これが一般的否認規
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定を未処理欠損金額の引継ぎに適用しない趣旨を明確にしたと解することはできない。

よって、控訴人の主張を採用することはできない。 

ウ 控訴人は、適格合併について、完全支配関係がある場合は、事業継続要件が必要とさ

れていないから（法人税法２条１２号の８イ、ロ（２）参照）、未処理欠損金額の引継ぎ

を利用した租税回避のおそれがない類型として、同法１３２条の２によって未処理欠損

金額の引継ぎは否認されないなどと主張する。 

 しかしながら、完全支配関係下の適格合併において事業継続要件（同法２条１２号の

８ロ（２））が求められていないのは、元々経済的に同一であった被合併法人と合併法人

が合併する場合であるからであることを意味するにすぎず、また、証拠（乙２１、２

３）によれば、組織再編税制の立案担当者も、適格合併においては、組織再編成前に行

われていた事業が組織再編成後に継続することを前提にしている旨を説明していたこと

が認められるのであって、完全支配関係下の適格合併について、法人税法５７条２項の

趣旨において、およそ事業の継続が考慮されていないものと解することは困難であるも

のと考えられる。また、組織再編成に係る租税回避を包括的に防止するという法人税法

１３２条の２の前記の趣旨からすると、完全支配関係の金銭等不交付要件のみを充たせ

ば、同法５７条３項により個別に否認されない限り、同条２項により未処理欠損金額の

引継ぎが認められると解することや、完全支配関係による適格合併が、一律に租税回避

のおそれがない類型に当たると解することもできないというべきである。よって、控訴

人の主張を採用することはできない。 

エ 控訴人は、本件の経済実態は、平成２８年最判と事案を異にしており、経済的に自己

と一体である完全子会社で発生した未処理欠損金額を利用したにすぎず、また、当該引

継ぎは、控訴人が負担した過大な課税所得に基づく法人税の負担を、本来、控訴人が負

担すべきであった適正な法人税額へと調整することによる公正妥当な税務処理であるな

どと主張する。 

 しかしながら、法人税法１３２条の２は、平成２８年最判も指摘するとおり、税負担

の公平を維持するため、組織再編成において法人税の負担を不当に減少させる結果とな

ると認められる行為又は計算が行われた場合に、それを正常な行為又は計算に引き直し

て法人税の更正又は決定を行う権限を税務署長に認めたものと解され、組織再編成に係

る租税回避を包括的に防止する規定として設けられたものであるから、平成２８年最判

と事案を異にすることで、直ちに法人税法１３２条の２の適用を免れることにはならな

いことはいうまでもない。また、控訴人と旧Ｂ社は、本件合併前は独立した別法人とし

て存在し、個別に納税義務を負担していたものであり、そうした法形式を選択したのも

控訴人である以上、本件合併前にこれを一体的に捉えて過大な課税所得を負担したとす

る立論は、理由がない。以上の事実によれば、控訴人の主張は採用することはできない。 

（２）争点（２）について 

ア 控訴人は、本件は、平成２８年最判と事案を異にしており、経済実態に照らせば、本

件合併による未処理欠損金額の引継ぎは、控訴人が負担してきた過大な法人税の負担を

適正な法人税額へと調整することを意味するにすぎないなどと主張する。 

 しかしながら、組織再編成に係る租税回避を包括的に防止するという法人税法１３２

条の２の前記の趣旨に照らすと、本件が、平成２８年最判と事案を異にするとしても、
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そのことから直ちに法人税法１３２条の２の不当性要件が否定されるものとはいえない

ことは前判示のとおりである。また、原判決第５・３（１）及び（２）が説示するよう

に、同条の不当性要件の有無については、平成２８年最判の判示する「租税回避の意

図」の有無及び「各規定の趣旨目的からの逸脱」の有無の観点から検討すべきであり、

後者の観点は、本件合併が、適格合併における未処理欠損金額の引継ぎ等について定め

る法人税法５７条２項の趣旨目的から逸脱しているか否かの観点から検討するのが相当

というべきである。 

 なお、控訴人は、経済実態に照らせば、本件合併による未処理欠損金額の引継ぎは、

過大な法人税額を適正なものへと調整するものであるなどとも主張するが、先にも判示

したとおり、控訴人と旧Ｂ社とは、本件合併以前には独立した法人として存し、納税義

務を負担していたのであり、これを一体として捉えて本件合併前の法人税額が過大であ

るとすべき法的根拠は明らかでなく、また、控訴人が主張する本件合併後の法人税額が

適正であることについても、その根拠は明らかではないのであって、控訴人の主張は理

由がない。 

イ 控訴人は、法人税法５７条２項は、組織再編成に係る未処理欠損金額の引継ぎについ

て、適格合併が行われた場合には、同条３項の適用がない限りは、引継ぎを認めており、

適格合併では、完全支配関係がある場合は、金銭等不交付要件のみを充たせば足りるも

のとして、従業者引継要件及び事業継続要件を必要としていないから、これらを実質的

に充足することを求めることは予測可能性を著しく害するなどと主張する。 

 確かに、完全支配関係にある法人間の適格合併については（法人税法２条１２号の８

イ）、支配関係にある法人間の適格合併におけるような従業者引継要件及び事業継続要件

（同条１２号の８ロ）の定めは設けられていない。しかしながら、原判決第５・３

（２）が説示するように、組織再編税制は、組織再編成の前後で経済実態に実質的な変

更がなく、移転資産等に対する支配が継続する場合には、その譲渡損益の計上を繰り延

べて従前の課税関係を継続させるということを基本的な考え方としており、また、先に

組織再編税制の立案担当者の説明を引用して判示したとおり、組織再編税制は、組織再

編成により資産が事業単位で移転し、組織再編成後も移転した事業が継続することを想

定しているものと解される。加えて、これも原判決が第５・３（２）で説示するとおり、

支配関係にある法人間の適格合併については、当該基本的な考え方に基づき、前記の従

業者引継要件及び事業継続要件が必要とされているものと解され、殊更に、完全支配関

係にある法人間の適格合併について、当該基本的な考え方が妥当しないものと解するこ

とはできないから、当該適格合併においても、被合併法人から移転した事業が継続する

ことを要するものと解するのが相当である。そして、これらの基本的な考え方等を踏ま

えれば、完全支配関係にある法人間の適格合併について、法人税法１３２条の２の適用

の有無に関し、その不当性要件に係る租税回避の意図があるか否か、同法５７条２項の

趣旨目的から逸脱しているか否かについては、関係者において、当該行為自体から認識

し検討することが可能というべきである。よって、完全支配関係にある法人間の適格合

併について、事業の移転及び継続を含め検討すべきものとしても、納税者の予測可能性

を害するものとはいえず、控訴人の主張を採用することはできない。 

ウ 控訴人は、本件合併については、その全体像が考慮されなければならず、本件単価変
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更は、本件賃貸借による損失負担のリスクから新Ｂ社を解放し、本件合併そのものの効

果を維持するための施策であって、経済的合理性のある経営判断を尊重すべきであるな

どと主張する。 

 しかしながら、原判決第５・１及び３（３）アによれば、本件合併においては、本件

合併とともに、新Ｂ社の設立（本件設立）、旧Ｂ社の従業員の新Ｂ社への転籍（本件転

籍）、旧Ｂ社から控訴人が承継した本件事業に係る棚卸資産等の新Ｂ社への譲渡（本件譲

渡）、旧Ｂ社から控訴人が承継した本件事業に係る製造設備等の新Ｂ社への賃貸借（本件

賃貸借）がされたことがそれぞれ認められる。加えて、控訴人は、新Ｂ社との間の取引

品につき本件単価変更を実施しているものの、原判決第５・３（３）アで判示したとお

り、本件製造設備の所有権は控訴人に帰属したものの、減価償却費相当額は賃借料の名

目で新Ｂ社が負担することになっており、本件単価変更は本件賃貸借による損失負担の

リスクから新Ｂ社を解放するために実施された施策であるというべきである。このこと

を踏まえ、これを前記各方法と併せ考慮したとしても、本件単価変更を含む一連の施策

が適格合併において通常想定される方法であるものといえるのか疑義があることからす

ると、本件事業が旧Ｂ社から控訴人に移転し、控訴人において、本件事業を継続してい

るものと評価することは困難であって、旧Ｂ社の本件事業は、ほぼ変化のないまま新Ｂ

社に引き継がれ、控訴人は旧Ｂ社の本件未処理欠損金額を引き継いだのみに等しいとい

う本件合併の実質が否定されることにはならない。そうすると、本件合併は、経済実態

において実質的な変更がなく、移転資産等に対する支配が継続するものということはで

きないから、適格合併において通常想定されない手順や方法に基づくものであり、実態

とは乖離した形式を作出するもので、不自然なものといわざるを得ず、控訴人の主張を

採用することはできない。控訴人は、経営判断を尊重すべきとも主張するが、合理的根

拠に基づくものとはいえない。 

エ 控訴人は、本件各更正処分等は、法人税法１３２条の２により否認する場合における

適切な引直しをせず、かつ、本件合併等と同一の結果となるより迂遠ではない手段も明

らかにしていないから、本件合併等が、通常は想定されない手順や方法であることの立

証をしていないなどと主張する。 

 しかしながら、税務署長において、法人税法１３２条の２に基づき、組織再編成に係

る行為又は計算を否認する場合には、当該行為又は計算により不当に減少している税負

担の部分を排除するために必要な限度で課税標準等の計算を行えば足りるものと解され

るから、本件では、本件未処理欠損金額の引継ぎを認めずに控訴人の法人税の課税標準

等を算定すれば足りるというべきであり、控訴人の主張を採用することはできない。 

オ 控訴人は、本件合併には、当初から、本件事業の損益状況の改善を図るという合理的

な事業目的が存し、事実の全体像を捉えれば、本件賃貸借の実施にかかわらず、本件合

併の目的は達せられる状況にあったが、合理的な経営判断により本件賃貸借及び本件単

価変更が実施されたのであって、経営判断の合理性に、税務署長が容喙するのは相当で

ないなどと主張する。 

 しかしながら、原判決第５・１及び３（３）イのとおり、本件合併、本件設立、本件

転籍、本件譲渡、本件賃貸借及び本件単価変更等に係る一連の検討経過に照らすと、本

件合併の検討においては、当初から会議資料やメールなどで本件未処理欠損金額の引継
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ぎによる節税効果が「メリット」、「ねらい」などとして指摘されていたこと、本件事業

の損益状況の改善を図ることは、控訴人と旧Ｂ社間の取引品の単価を変更する等、本件

合併以外の方法によることも可能であったと考えられることなどからすると、本件合併

の主たる目的は本件未処理欠損金額の引継ぎにあり、そのこと以外に本件合併の一連の

経過を行うことの合理的な理由となる事業目的その他の事由の存在を認めることはでき

ないといわざるを得ない。また、経営判断により本件賃貸借及び本件単価変更が実施さ

れたとしても、税務署長が法人税法１３２条の２に基づき本件未処理欠損金額の引継ぎ

を否認することが許されないものということはできず、控訴人の主張は理由がない。 

３ 小括 

 以上によれば、本件合併は、租税再編税制に係る法人税法５７条２項を租税回避の手段とし

て濫用することにより法人税の負担を減少させるものとして、法人税法１３２条の２にいう

「法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるもの」に当たると解され、税務署

長は、同条に基づき、本件未処理欠損金額を控訴人の欠損金額とみなして損金の額に算入する

計算を否認することができるというべきであり、本件各事業年度における法人税の額及び過少

申告加算税の額の算定に違法な点も認められない。したがって、本件各更正処分等は適法であ

り、本件請求はいずれも理由がない。そして、その他、控訴人は種々主張するが、本件記録を

検討しても、上記認定判断を左右するに足りる事由は認められない。 

第４ 結論 

 よって、本件請求をいずれも棄却した原判決は、相当であり、本件控訴は理由がないから、

棄却することとして、主文のとおり判決する。 

 

東京高等裁判所第１民事部 

裁判長裁判官 深見 敏正 

   裁判官 菊池 絵理 

裁判官 齊藤 充洋 
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（別紙） 

３ ５７条の２（特定株主等によって支配された欠損等法人の欠損金の繰越しの不適用） 

（１）１項 

 内国法人で他の者との間に当該他の者による特定支配関係（当該他の者が当該内国法人

の発行済株式又は出資（自己が有する自己の株式又は出資を除く。）の総数又は総額の１０

０分の５０を超える数又は金額の株式又は出資を直接又は間接に保有する関係その他の政

令で定める関係をいい、政令で定める事由によって生じたものを除く。以下この項におい

て同じ。）を有することとなったもののうち、当該特定支配関係を有することとなった日

（以下この項において「支配日」という。）の属する事業年度（以下この項において「特定

支配事業年度」という。）において当該特定支配事業年度前の各事業年度において生じた欠

損金額（前条第２項又は第６項の規定により当該内国法人の欠損金額とみなされたものを

含むものとし、同条第１項の規定の適用があるものに限る。以下この条において同じ。）又

は評価損資産（当該内国法人が当該支配日において有する資産のうち当該支配日における

価額がその帳簿価額に満たないものとして政令で定めるものをいう。）を有するもの（内国

法人のうち各連結事業年度の連結所得に対する法人税を課される最終の連結事業年度終了

の日において第８１条の９の２第１項（特定株主等によって支配された欠損等連結法人の

連結欠損金の繰越しの不適用）に規定する欠損等連結法人（以下この条において「欠損等

連結法人」という。）であつたものを含む。以下この条において「欠損等法人」という。）

が、当該支配日（当該欠損等連結法人にあっては、政令で定める日。以下この項及び次項

第１号において「特定支配日」という。）以後５年を経過した日の前日まで（当該特定支配

関係を有しなくなった場合として政令で定める場合に該当したこと、当該欠損等法人の債

務につき政令で定める債務の免除その他の行為（第３号において「債務免除等」という。）

があつたことその他政令で定める事実が生じた場合には、これらの事実が生じた日まで）

に次に掲げる事由に該当する場合には、その該当することとなった日（第４号に掲げる事

由に該当する場合にあっては、同号に規定する適格合併等の日の前日。次項において「該

当日」という。）の属する事業年度（以下この条において「適用事業年度」という。）以後

の各事業年度においては、当該適用事業年度前の各事業年度において生じた欠損金額につ

いては、前条第１項の規定は、適用しない。 

１号 当該欠損等法人が当該特定支配日の直前において事業を営んでいない場合（清算中

の場合を含む。）において、当該特定支配日以後に事業を開始すること（清算中の当該

欠損等法人が継続することを含む。）。 

２号 当該欠損等法人が当該特定支配日の直前において営む事業（以下この項において

「旧事業」という。）のすべてを当該特定支配日以後に廃止し、又は廃止することが見

込まれている場合において、当該旧事業の当該特定支配日の直前における事業規模（売

上金額、収入金額その他の事業の種類に応じて政令で定めるものをいう。次号及び第５

号において同じ。）のおおむね５倍を超える資金の借入れ又は出資による金銭その他の

資産の受入れ（合併又は分割による資産の受入れを含む。次号において「資金借入れ

等」という。）を行うこと。 

３号 当該他の者又は当該他の者との間に政令で定める関係がある者（以下この号におい

て「関連者」という。）が当該他の者及び関連者以外の者から当該欠損等法人に対する
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債権で政令で定めるもの（以下この号において「特定債権」という。）を取得している

場合（当該特定支配日前に特定債権を取得している場合を含むものとし、当該特定債権

につき当該特定支配日以後に債務免除等を行うことが見込まれている場合その他の政令

で定める場合を除く。次号において「特定債権が取得されている場合」という。）にお

いて、当該欠損等法人が旧事業の当該特定支配日の直前における事業規模のおおむね５

倍を超える資金借入れ等を行うこと。 

４号 第１号若しくは第２号に規定する場合又は前号の特定債権が取得されている場合に

おいて、当該欠損等法人が自己を被合併法人又は分割法人とする前条第２項に規定する

適格合併等（次項第１号及び第４項において「適格合併等」という。）を行うこと。 

５号 当該欠損等法人が当該特定支配関係を有することとなったことに基因して、当該欠

損等法人の当該特定支配日の直前の役員（社長その他政令で定めるものに限る。）のす

べてが退任（業務を執行しないものとなることを含む。）をし、かつ、当該特定支配日

の直前において当該欠損等法人の業務に従事する使用人（以下この号において「旧使用

人」という。）の総数のおおむね１００分の２０以上に相当する数の者が当該欠損等法

人の使用人でなくなった場合において、当該欠損等法人の非従事事業（当該旧使用人が

当該特定支配日以後その業務に実質的に従事しない事業をいう。）の事業規模が旧事業

の当該特定支配日の直前における事業規模のおおむね５倍を超えることとなること（政

令で定める場合を除く。）。 

６号 前各号に掲げる事由に類するものとして政令で定める事由 

（２）２項 

 欠損等法人が該当日（第８１条の９の２第１項に規定する該当日を含む。）以後に合併、

分割又は現物出資を行う場合には、次の各号に掲げる欠損金額又は連結欠損金個別帰属額

（前条第６項に規定する連結欠損金個別帰属額をいう。以下この条において同じ。）につい

ては、それぞれ当該各号に定める規定は、適用しない。 

 １号 欠損等法人が自己を合併法人又は分割承継法人とする適格合併等を行う場合における

当該適格合併等に係る被合併法人又は分割法人の当該適格合併等の日の前日の属する事

業年度又は連結事業年度以前の各事業年度又は各連結事業年度において生じた欠損金額

又は連結欠損金個別帰属額（当該適格合併等が当該欠損等法人の適用事業年度又は適用

連結事業年度（第８１条の９の２第１項に規定する適用連結事業年度をいう。以下この

条において同じ。）開始の日以後３年を経過する日（その経過する日が特定支配日以後

５年を経過する日後となる場合にあつては、同日）後に行われるものである場合には、

当該欠損金額又は連結欠損金個別帰属額のうち、これらの生じた事業年度又は連結事業

年度開始の日が当該適用事業年度又は適用連結事業年度開始の日前であるものに限

る。） 前条第２項、第３項及び第７項 

２号 欠損等法人が自己を合併法人、分割承継法人又は被現物出資法人とする前条第５項

に規定する適格合併等を行う場合における当該欠損等法人の適用事業年度前の各事業年

度において生じた欠損金額 同項 

（３）３項 

 欠損等連結法人が、第８１条の９の２第１項に規定する該当日以後に前条第６項に規定

する分割型分割を行う場合又は同項に規定する承認の取消し等の場合に該当する場合には、
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当該欠損等連結法人の適用連結事業年度前の各連結事業年度において生じた連結欠損金個

別帰属額については、同項の規定は、適用しない。 

（４）４項 

 内国法人が欠損等法人又は欠損等連結法人との間で当該内国法人を合併法人又は分割承

継法人とする適格合併等を行う場合には、当該欠損等法人又は欠損等連結法人の適用事業

年度又は適用連結事業年度前の各事業年度又は各連結事業年度において生じた欠損金額又

は連結欠損金個別帰属額については、前条第２項、第３項及び第７項の規定は、適用しな

い。 

（５）５項 

 前各項の規定の適用に関し必要な事項は、政令で定める。 


